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壽霊湛覇罵雪露翼評義桑
は

相続や遺贈では、被相続人が持っていた

財産ばかりではなく、被相続人が残 した借

入金や未払金、未納の税金といった債務も

引き継ぎます。

そして、これらの債務は、相続税を計算

するときに、遺産総額 (相続時精算課税の

適用を受ける贈与財産がある場合には、そ

の価額を加算します)か ら差 し引くことが
できます。

ただし、被相続人が生前に購入したお墓

の未払代金など、非課税財産に関する債務

は、遺産総額から差 し引くことはできませ

ん。

また、葬式費用は債務ではありませんが、

相続税を計算するときには、遺産総額から

差し引くことができます。

具体的には、葬式や葬送、火葬や埋葬ヘ

納骨をするための費用などです。

なお、香典返 しの費用、墓石や墓地の買

い入れ費、初七日や法事などに要した費用

は葬式費用にはなりません。

このような債務などを差し引くことので

きる人は、その債務などを負担することに

なる相続人や包括受遺者です。

なお、相続人や包括受遺者であっても、

相続又は遺贈により財産を取得 したときに

日本国内に住所がない人については、一定

の場合に、遺産総額から控除できる債務の

範囲が限られ、葬式費用も控除することが

できませんので留意が必要です。

そして、この一定の場合とは、次の二つ

の要件の金てに該当しないことです。

(1)相続や遺贈によって財産をもらったと
きに日本国籍を有 している

(2)被相続人若 しくは財産をもらった人が

被相続人の死亡前 5年以内に日本国内に

住所を有 したことがある

ベイオフと雑損控除  この 9月 に日本振興銀行が破綻し、一定額の預金を保護する
「ペイオフ」が実施されましたが、一定額を超える部分が損失となった場合、残倉なこと

に現行では雑損控除の姑象になりません。雑損控除は、地震・風水害などの自然災害や、

火災・火薬類の爆発など人為による災害、盗難・横領の場合等に限定されています。
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贈与税の配偶者控除
婚姻期間は通算で判断

婚姻期間が20年以上の夫婦の間で、居

住用不動産又は、居住用不動産を取得す

るための金銭の贈与が行われた場合、基

礎控除110万円のほかに、最高2,000万 円

までの控除 (配偶者控除)を 受けること
ができます。

この贈与税の配偶者控除の適用を受け

る場合の「婚姻期間」は、受贈配偶者と

贈与配偶者との婚姻について、婚姻の属

け出があった日から、その居住用不動産

または居住用不動産の取得に当てた金銭

の贈与があった日までの期間によること

になっています。

なお、受贈配偶者と贈与配偶者とが、

離婚 し再婚 した場合であっても、その戸

籍上の配偶者であった期間を通算 した期

間で判断することになります。
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国 税/給与所得者の年末調整

今年最後の給与を支払う時

国 税/給与所得者の扶養控除等 (異動)申告書

及び保険料控除申告書の提出

今年最後の給与を支払う前日

国 税/11月 分源泉所得税の納付   12月 10日

国 税/10月 決算法人の確定申告

(法人税・消費税等)      1月 4日

国 税/4月決算法人の中間申告     1月 4日

国 税/1月、4月、7月決算法人の消費税の中間申告

(年 3回の場合)       1月 4日

地方税/固定資産税・都市計画税 (第 3期分)の納付

市町村の条例で定める日

労 務/健康保険・厚生年金保険被保険者賞与支

払届         支払後 5日 以内
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表3 所得控除額一覧表

【社会保険料控除額〕
支払った又は給与から控除された社会保険料の合計額

【小規模企業共済等掛金控除額】
中小企業基盤整備機構に支払った共済掛金(旧第二種共済掛金は生命保険料控除の対象)、確定拠出年金法の
規定により国民年金基金連合会が実施する個人型年金の加入者掛金、地方公共団体が実施する心身障害者扶養
共済掛金との合算額

【生命保険料控除額】
次の①と②の合計額 (最高10万円)

① 一般の生命保険料 (②の個人年金保険料を除く)を支払った場合
イ 25,000円までの場合……………………………………………支払保険料の金額
口 25,000円を超え50,000円 までの場合…………………支払保険料×1/2+12,500円
ハ 50,000円を超え100,000円 までの場合………………・支払保険料×1/4+25,000円
二 100,000円 を超える場合…………………………………………………………………………・50,000円

② 個人年金保険料 (疾病等特約部分を除きます)を支払った場合
上記①のイ～二の区分に応ずる算式により計算した金額

【地震保険料控除額】

旧長期損害保険契約の支払保険料

①10,000円 までの場合……支払保険料の全額

②10,000円 を超える場合
……支払保険料×1/2+5,000円

(最高15,000円 )

+

※地震保険と1日長期損害保険の両方の控除額がある場合は、その合計額 (最高50,000円 )

障害者控除額 障害者1人につき……270,000円  特別障害者耳人につき……400,000円

寡婦 (寡夫)控除額 270,000円 (特別の寡婦は、350,000円 )

勤労学生控除額 270,000円

配
偶
者
控
除
額

同居特別障害

者である人
左記以外の人

一般の控除
対象配偶者

730,000円 380,000円

老人控除
対象配偶者

830,000円 480,000円

控除対象配侶者、扶養親族……所得者と生計を

―にする配偶者その他の親族、都道府県知事から

養育を委託された児童 (いわゆる里子)及び養護

老人のうち、所得金額の合計額 (繰越損失控除前)

が38万円以下の者 (青色事業専従者又は白色事業

専従者とされる者を除く)。

特定扶養親族……扶養親族のうち、昭和63年 1

月2日 から平成 7年 1月 1日 までの間に生まれた

者 (年齢 6ヽ歳以上23歳未満の者)①

老人控除対象配偶者、老人扶養親族……昭和16

年 1月 1日 以前生まれ (年齢70歳以上)の控除対

象配偶者、扶養親族。

同層特別障害者……控除対象配偶者や扶養親族

が、特別障害者に該当し、かつ、その者が所得者

又は所得者と生計を―にする親族のいずれかと同

居を常況としている者。

同居老親等……老人扶養親族のうち、所得者又

はその配偶者の直系尊属で、所得者又はその配偶

者のいずれかと同居を常況としている者。

配偶者特別控除額

原則として配偶者の給与収入が
103万円超14耳 万円未満の人が

対象になる

扶
養
控
除
額

空
口　
罰帥類く各‐人‐こっ
左記以外の人
(各 1人につき)

一般の

扶養親族
730,000円 380,000円

特定扶養親族 980,000円 630,000円

老
人
扶
養
親
族

同居老親等
以外の者

8301000円 480,000円

同居老親等 930,000円 580,000円

基礎控除額 380,000円
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表1 平成22年分配偶者特別控除額早見表 (所得税)
(単位:円 )

配偶者区分 合計所得金額 給与収入換算 配偶者特
別控除額

控除対象配偶者

以外の配偶者

3801001～ 3991999 110301001～ 110491999 380,000

400,000-4491999 1,050,000～ 1,099,999 360,000

450,000-4991999 1,100,000～ 1,149,999 310,000

500,000-549,999 1,150,000～ 1,199,999 260,000

550.000-5991999 1,200,000～ 1,249,999 210,000

600,000-649,999 1,250,000～ 1,299,999 160,000

650,000～ 699,999 1,300,000～ 1,349,999 1ヽ0,000

700,000～ 749,999 1,350,000～ 1,399,999 60,000

750,000～ 759,999 1,400,000～ 1,4091999 30,000

760,000以 上 114101000以上

表2 住宅借入金等特別控除

(注 1)控除を受ける年の合計所得金額 (繰越損失控除前)が、3,000万 円以下の者に限Iサます。
(注 2)この他、省エネ改修工事をした場合やバリアフリー改修工事をした場合の住宅借入金等特別控除もあります。

年
末
調
整
の

平
盛

一十
一
〒
分

入居開始年 控除対象年 鍬崚理蘇 ζリ
平成20年中の入居
※①、②の選択適用 D原則(10年間控除)

平成 20年 から平成25年 までの各年 (A)× 1°/。 (最高20万円)

平成26年から平成29年本での各年 (A)× 05°/。 (最高10万円)

D特例 (15年間控除)
平成 20年から平成 29年 までの各年 (A)× 06°/。 (最高 12万 円 )

平成30年から平成34年までの各年 (A)× 04°/。 (最高8万円)

平成 21～ 22年 中の入居 入属年から10年間 (A)× 1°/。 (最高 50万 円 )

(認定長期優良住宅の場合) (A)× 12°/6(最高 60万 円 )
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